
令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金（小児慢性特定疾病）交付要項
（趣旨）
第１条　知事は、小児慢性特定疾病対策等総合支援事業実施要綱（平成29年５月30日健発0530第12号厚生労働省健康局長通知）に基づき、医療意見書のオンライン登録に向けた児童福祉法第19条の３第１項に規定する指定医（以下「指定医」という。）の勤務する医療法（昭和23年法律第205号）第７条の規定に基づき許可を受けた病院及び診療所、並びに同法第８条の規定に基づき届け出をした診療所（以下「指定医の勤務する医療機関」という。）が行うシステム環境整備事業に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その補助金の交付については、茨城県補助金等交付規則（昭和36年茨城県規則第67号。以下「規則」という｡）に定めるもののほか、この要項に定めるところによる。
　（補助対象事業等）
第２条　補助基準額、補助対象経費及び補助率は、別表のとおりとする。
　（補助金の算定方法）
第３条　補助金の交付額は、別表の第１欄に定める補助基準額と第２欄に定める補助対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額に、第３欄に定める補助率を乗じて得た額の範囲内とし、その額に1,000円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。
　（補助金の交付申請）
第４条　補助金の交付を受けようとする指定医の勤務する医療機関の長は、補助金交付申請書（様式第１号）を別に定める日までに知事に提出しなければならない。
　（補助金の交付決定の通知）
第５条　補助金の交付決定の通知は、補助金交付決定通知書（様式第２号）又は補助金交付決定変更（一部取消）通知書（様式第３号）により行うものとする。
　（申請の取下げ期間）

第６条　規則第８条第１項の知事の定める期日は、前条の補助金交付決定通知書の送付を受けた日から１４日以内とする。

　（補助事業の内容変更等）
第７条　第５条の規定により補助金の交付決定の通知を受けた指定医の勤務する医療機関の長は、当該補助金の交付の対象となった事業（以下「補助事業」という｡）の内容を変更して追加交付申請等をしようとするときは、第４条に定める申請手続に準じ、知事が別に指示する日までに行うものとする。ただし、軽微な変更については、この限りではない。
　

　（補助事業の中止等）
第８条　指定医の勤務する医療機関の長は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめその理由を記載した書面により知事の承認を受けなければならない。
２　指定医の勤務する医療機関の長は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき又はその遂行が困難になったときは、速やかに書面により知事に報告し、その指示を受けなければならない。
　（実績報告）
第９条　指定医の勤務する医療機関の長は、補助事業が完了したとき（補助事業を中止し、又は廃止したときを含む｡）は、補助事業が完了した日から起算して30日を経過した日又は当該年度の3月31日のいずれか早い日までに実績報告書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。
　（補助金の額の確定の通知）
第10条　補助金の額の確定の通知は、補助金額確定通知書（様式第６号）により行うものとする。
（財産処分の制限等）

第11条　補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産で価格が単価50万円（民間団体にあっては、30万円）以上の機械及び器具については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号）第14条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。

２　知事の承認を受けて財産を処分することによって収入があった場合には、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。

３　補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。

　（証拠書類の保存）

第12条　指定医の勤務する医療機関の長は、補助金と補助事業に係る収入及び支出の関係を明らかにした調書（様式第４号）を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ当該調書及び証拠書類を補助事業完了の翌年度から起算して５年間保管しておかなければならない。
（消費税仕入控除税額の納付）

第13条　補助事業者は、補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除額が確定した場合には、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書（様式第７号）により速やかに知事に報告しなければならない。

２　知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税又は地方消費税の仕入控除税額の全部又は一部の返還を命ずる。

　　　付　則
　この要項は、令和７年９月２日から施行する。
別表（第２条、第３条関係）
	１　補　助　基　準　額
	２　補助対象経費
	３　補助率

	１医療機関当たり  100,000円
	 医療意見書のオンライン登録に向けた指定医の勤務する医療機関が行うシステム環境整備に必要な需用費、役務費、委託料、備品購入費、負担金、補助及び交付金

	１／２



様式第１号（第４条関係）
番　　　　　　　　　号　
令和　　年　　月　　日　
　茨城県知事　　　　　　　殿
                                                   （指定医の勤務する医療機関の長）
令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金（小児慢性特定疾病）
交付申請書
　標記補助金について、下記により交付されるよう関係書類を添えて申請します。
                                      記
　　　　　　　　　　申請額（別紙１　オ欄）　　　金　　　　　　　　　　　円
（添付書類）
令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金所要額調書（別紙１）
（補助金受領方法）　　　※○印を付すこと
　１　直接払
　２　隔地払
　３　口座振替払
	金融機関
	　　　　　　　　銀行　　　　　　　支店



	口座名義
	（フリガナ）


	口座種別・番号
	


別紙１
令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金所要額調書
１　対象経費支出予定額明細書
	種　　目
	支出予定額
	算出内訳

	需用費
役務費
委託料
備品購入費
負担金、補助及び交付金

	円
	

	計
	ア
	
	


２　申請額算定
	支出予定額
	基準額
	ア・イいずれか
少ない方
	ウ＊１／２
	補助金申請額
エの1,000円未満
切り捨て

	上記ア
	イ
	ウ
	エ
	オ

	
	100,000円
	
	
	


様式第２号（第５条関係）
番　　　　　　　　　号　
令和　　年　　月　　日　
　（指定医の勤務する医療機関の長）　殿
                                                    　　　     　　　　　茨城県知事
令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金（小児慢性特定疾病）
交付決定通知書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で申請のあった標記補助金については、茨城県補助金等交付規則（昭和36年茨城県規則第67号。以下「規則」という。）第５条の規定により、下記のとおり交付することに決定したので、規則第７条の規定により通知する。
記
１　この補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金（小児慢性特定疾病）交付要項（以下「要項」という。）第２条に規定する事業であり、その内容は令和　　　年　　月　　日付け　　第　　号申請書記載のとおりとする。
２　事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。
　　　事業に要する経費　　　　　　　　　　　　円
　　　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　円
３　この補助金の額の確定は、要項第３条に定める交付額の算定方法により行う。
様式第３号（第５条関係）
番　　　　　　　　　号　
令和　　年　　月　　日　
　（指定医の勤務する医療機関の長）　殿
                                                    　　　     　　　　　茨城県知事
令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金（小児慢性特定疾病）
交付決定変更（一部取消）通知書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定通知を行った標記補助金については、令和　　年　　月　　日付け　　第　　号変更交付（一部取消）申請に基づき、内容の一部を下記のとおり変更することに決定したので通知する。
記
１　この補助金の交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金（小児慢性特定疾病）交付要項第２条に規定する事業であり、その内容は令和　　年　　月　　日付け　　第　　号申請書記載のとおりとする。
２　事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。
　　　事業に要する経費　　　　　　　　　　　　円
　　　　うち今回増加（減少）額                円
　　　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　うち今回追加交付（減少）額　　　　　　円
様式第４号（第11条関係）
令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金（小児慢性特定疾病）調書
                                                                                 医療機関名　　　　　　　　　　　
                                                                                             　            （単位　円）
	歳　　　入
	歳　　　出
	備　　考

	科　　目
	予算現額
	収入済額
	科　　目
	予算現額
	うち県費補助金相当額
	支出済額
	うち県費補助金相当額
	

	        円

	         円

	         円

	        円

	         円

	         円

	        円

	円

	


（注）１　「科目」は、款・項・目・節を記入する。
　　　２　「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、流用増減額等の区分を明らかにして記入する。
　　　３　「備考」は、参考となるべき事項を適宜記入する。
　　　

様式第５号（第９条関係）
番　　　　　　　　　号　
令和　　年　　月　　日　
　茨城県知事　　　　　　　殿
                                                    （指定医の勤務する医療機関の長）
令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金（小児慢性特定疾病）
事業実績報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定通知のあった標記補助金に係る事業実績について、関係書類を添えて報告します。
記
精算額
	県補助所要額
（別紙２　オ欄）
Ａ
	既交付決定額
Ｂ
	県補助金
受入済額
Ｃ
	差引過不足額

	
	
	
	過（Ｃ－Ａ）
	不足（Ａ－Ｃ）

	            円
	            円
	            円
	           円
	           円


（添付書類）
　令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金実績書（別紙２）
　補助対象経費の支出を証する書類（支出票、領収書等の写し）
（補助金受領方法）　　　※○印を付すこと
　１　直接払
　２　隔地払
　３　口座振替払
	金融機関
	　　　　　　　　銀行　　　　　　　支店



	口座名義
	（フリガナ）


	口座種別・番号
	


別紙２
令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金実績書
１　対象経費支出済額明細書
	種　　目
	支出済額
	支出内訳

	需用費
役務費
委託料
備品購入費
負担金、補助及び交付金

	円
	

	計
	ア
	
	


２　県補助所要額算定
	支出済額
	基準額
	ア・イいずれか
少ない方
	ウ＊１／２
	県補助所要額
エの1,000円未満
切り捨て

	上記ア
	イ
	ウ
	エ
	オ

	
	100,000円
	
	
	


様式第６号（第10条関係）
番　　　　　　　　　号　
令和　　年　　月　　日　
（指定医の勤務する医療機関の長）　殿
                                                    　　　     　　　　　茨城県知事
令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金（小児慢性特定疾病）
交付額確定通書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定通知を行った標記補助金については、令和　　年　　月　　日付け　　第　　号の事業実績報告に基づき、交付額を下記のとおり確定したので通知する。
記
	確　定　額
Ａ
	交付済額
Ｂ
	超過交付額
（Ｂ－Ａ）
	不足額
（Ａ－Ｂ）

	            円
	            円
	            円
	           円


様式第７号（第13条関係）
番号　
令和　　年　　月　　日　
茨城県知事　　　　殿
住所
事業者名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　
番号
　　　令和７年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
　令和　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定通知を行った令和７年度茨城県医療機関システム環境整備事業費補助金（小児慢性特定疾病）については、関係書類を添えて報告します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１　茨城県補助金等交付規則第14条の規定に基づく額の確定額又は事業実績報告額
　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
２　消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円
３　添付書類
　　参考となる書類（上記２の金額の積算内訳等）
